
バ リの経緯 は、対象地区全体 として改善する ことと現在地 区に住んでいる住民の生活の

質を向上する ことのいずれ に力点を置くべきか、都市全体 の競争力を上げることと社会的

排除の課題 と取 り組む ことのいずれを重視すべきか、を問 いかけている。EUは 、大き く

異なっているふたつの目標 をいずれ も掲 げている(EC-Ragional Policy,1997b;1998)が 、具

体的な地区を対象 とした場合、異なる目標の両立は困難で、苦渋の選択を迫 られるのが現

実である。

図2-5 南 イ タ リア 都 市 旧 市 街 疲 弊 地 区 の よ う す

出 典:http://auropa.eu.int/comm/regional_policy/

まとめ

どこの都市を訪れても、現場担当者は 「URBANは 縛 りの厳 しい補助金で、スケジュー

ルや使途 目的の融通が利かず使 いに くい。もう少 し現場に まかせ てくれれば、もっと有効

に活用できるのに」 と不満を漏 らす。反面、補助金の使途が欧州委地域総局によって管理

されて いるために、フィジカルな市街地再生が安易に先行する歯止め となっている。フィ

ジカルな再生が一人歩きすると、地区住 民が排除され、歴史市街地が観光産業 目的でテー

マパーク化する恐れがある。

また、行政が政治家に全面的に従属 している南欧都市では、市長が交代す ると市政が滞

って当た り前であ り、官僚的なEUの システムに適応 できない。10万 人規模 までの都市な

らば、現在のURBANの 予算規模で も都市再生を促すそれな りの力になる。 しかし、ナポ

リやパレルモのような大都市では焼石 に水で しかないことも事実である[図2-5]。 とは

いえ、「URBANは 真珠 の核のような役割 を果た し、そのまわ りに大小さまざまな真珠がで

きよ うとしている」とイタリアのURBAN報 告書は述べ ている(Ministero dei Lavori Publici,

2000)。

欧州委員会が、地域間不均衡の緩和で最も手を焼いて いるのがイタ リアである。国内の

南北間格差が著 しく、国を介 して南イタリアを支援する しくみが思 うように機能して いな



い。歴史的資産に恵まれて いなが ら、それ らが都市再生のきっかけ どころかむ しろ重荷 と

なって いた南 の諸都市 に とって 、建 造環境 の改善 と社会 的排 除 の克服 を両輪 とす る

URBANの 補助事業は地域活性化 の大きな起爆剤となって いる。

1.2-6.URBAN、2007年 以 降 の ゆ く え

共同体主導URBANは 存続できるのか--2007年 以降の構造基金の配分を巡って重要な

論点となっている。リバプール ・ジ ョン ・ムーア大学欧州都市問題研究所長のM・ パーキ

ンソンは、URBANが1990年 代にパー トナーシップの導入な ど新たな都市再生手法を広め

るのに寄与 した点を一定程度評価 した上で、2000年 以降のURBAN IIの必要性 自体に懐疑

的だった。「URBANの ような特別な取組みの政治的経済的重要性が、都市のニーズや都市

に投入 される資源 に比べると小 さくなって いるのが現状である。その結果、URBANの 個々

のプロジェク トが どれほど優れていて も、都市に対する全体の影響力は小さい」(パーキ ン

ソン、2001、Parkinson,2001,17)と 述べている。

2007年 以降のURBAN廃 止 を唱える人たちは、URBANな ど共同体主導枠の煩雑すぎる

システムを批判 している。欧州委地域総局が各都市のプログラムが政策 目的に合致 してい

るか どうかを精査するために、小額であ りなが ら予算承認までに膨大な行政手続を要 して

いる。プロジェク ト承認後 も、計画通 り実施 されているかチェックするのにかな りの労 力

を費や している。

東側諸国の加盟で予算制約が厳 しさを増す。地域政策の具体的な方向性を探る余裕が、

もはやEUレ ベルにはな くなってきているという現実 もある。URBANな どの共同体主導

プログラムは、中長期的にEUレ ベルで取 り組むべき地域政策課題を模索 してきたが、 こ

れ らを縮小すべきであるとの考え方が強 まっている。「EUレ ベルの地域政策は、各国法制

度の整合性を高める努 力と域内地域間不均衡の是正のための欧州地域開発基金の再配分に

徹するのが本来の姿である。都市再生の新たな手法を試みるな ど、内容に立ち入った政策

は国レベル以下 に戻すべきだ12」との主張である。2000年 に節目に引き続き、2007年 の節

目でも一段と共同体主導の予算枠 は圧縮 され る可能性が強い。

また、1990年 代は南北間の地域間不均衡の是正が重要課題だったのに対 して、東側諸国

が順次加盟を予定 している昨今、む しろ東西間の格差是正の方がよ り重要な政策課題だ と

考え られ るようになってきている ことも無視 できない。伝統的に都市文化が成熟 している

南の地中海圏 と異な り、東欧諸国では南ほど都市に地域開発の牽 引役を期待 しにくい。

URBAN劣 勢が色濃くなってきたのを受けて、地域総局はEUレ ベルの都市政策の成果

をアピールする一方、今後 の可能性 と役割 を明確にしてURBAN存 続 を貫 こうとしている。

12共 同体主導URBAN存 続に批判的な立場をとるパーキンソンは
、イギ リスの諸都市は1990年 代初め

までインナーシティ問題に悩まされてきたが、近年、都市を取 り巻く状況は大きく変わりイギ リス経済の

けん引役として期待されるようになったという認識に立ち、「都市の将来は、イギリス政府にとって急速

に中心的な政策課題になってきた。その傾向は、1997年 労働党政権 に交代してから特に強まった」(Boddy

and Parkinson, eds, 2004,1)と 述べ、国 レベルの都市政策を強化する方向に尽力している。



2002年7月 ロン ドンで、『都市と結束』と題 した会議が開かれた。挨拶 に立った欧州委員

会地域総局担当委員のM・ バルニエは、スピーチの冒頭 で 「共同体主導URBANは 結束政

策最大のサクセスス トー リーだ」とアピール している(Bamier,2002)。 この会議に先立ち、

2002年6月 、地域総局が中心 とな り欧州委員会は、理事会、欧州議会、経済社会委員会 と

地域委員会の両EU諮 問機関に宛てて、共同体主導URBANの 評価 をまとめた報告書 を提

出した(EC-Regional Policy2002)。 この報告書は、URBAN存 続の意義 として、①地方分

権的な手法で都市問題 にアプローチする試みであること、② 目的1お よび 目的2地 域以外

の都市 において重要な役割 を担っていること、③欧州 レベルの結束政策の将来を模索する

のに役立っている ことをあげている。

① は 「EUが 都市政策権限を拡大 し、EUの 結束を大義名分に集権的に画一的な都市政策

を展開 しようとしているのではないか」「EUと 都市の関係が強化 され、国が中抜きにされ

るのではないか」 という疑念を晴 らそうとしている。② には 「都市再生に対す る財政支援

の量的な充実を求めるならば、2000年 以降構造対策の主流 目的2に 加わった都市地域に整

理統合 したほうが単純明解」だ とす る意見 に反論するね らいがある。③ は、共同体主導

URBANは 地域間不均衡是正を目的とする地域政策の一環ではあるが、 自由競争の落ちこ

ぼれだけに対する手当てではなく、構造対策の主流とは異な りEUレ ベルでよ り積極的な

地域政策 を推進する布石であることを再確認 して いる。

先述 の南イタ リア諸都市 のURBANや 第III部で考察す るビルバオの事例 のように、

URBANは 、欧州内で特に疲弊 した都市の、その中でも最悪の地区を救 うための施策であ

るかのように理解 されがちだった。こうした先入観に対 して、2007年 以降をにらんで提出

された報告書は、グローバル化に呼応 した都市ガバナンスの手法を開拓する試みである点

を強調 している。実際、URBANIよ りURBANIIの 方が、多様な主体 とのパー トナーシッ

プ構築やICTな ど先端技術導入を重視する傾向 にある。

また、批判の多 い実務面でも、URBANIか らURBANIIへ 移行するに伴って単純化 され

た。URBANIプ ログラムは、構造基金のうち欧州地域 開発基金ERDFと 欧州社会基金ESF

を組み合わせて補助 する しくみになっていたが、 これ を改 めて、URBANIIで は財源 を

ERDFに 一本化 した。当初は、ERDFが フィジカルな都市整備や環境改善 をサポー トし、

ESFが 社会的施策 を支援す るしくみだった。都市問題に対す る統合的なアプローチの理念

が財源面に も反映されていた。政策統合の理念 を保持 しつつ単一財源 となった ことで、

URBANプ ログラム承認までの手続きは簡素化 された。先 のURBAN評 価報告書は 「共同

体主導枠URBANの ほうがかえって構造対策の主流である目的地域割 当てよ り迅速 にプロ

グラム承認されている」 と述べ、官僚的な手続きで悪評高 いURBANに 対する偏見 を取 り

除こうとしている。

URBANとUPPは 、都市再生の新たな手法開発に成果 を上げた。 これ らの経験は、地域

政策 において都市がいか に重要であるかを明 らかにした。その結果、EU地 域政策は、目

的2地 域に都市 を加えるな ど、都市重視の政策へ大き くシフ トしてきた。反面、パイ ロッ

ト的な事業支援は役割 を終 えたとの見方があり、欧州都市政策の新たな段階は どうあるべ

きかで多様な意見が飛び交っている。



I.2-7.構 造基金を財源と した都市調査など

先進的取組み 「都市実態調査」

構造基金のほ とんどは具体的な地域開発事業の助成 というかたちで再配分されるが、そ

れ らを補佐する 目的で事業助成以外に活用 されるケースが一部例外的に認め られている。

その一例 として都市関連では、1997-1999年 に行われた 「都市実態調査」がある。 これは

UPPと 同列の予算枠で、先進的取組みに当て られ る構造基金の1%枠 を活 用 している。EU

地域政策の実験を行 う目的で、ERDF規 則第10条 に定め られた予算枠である。

「都市実態調査(Urban Audit)」 は、欧州都市において 「生活の質についての評価」を求

める声が高 まった ことに応えて実現 した。EU域 内各都市は、国家の枠内に甘ん じてい ら

れなくな り、EUの 他都市 との間で比較可能な情報 を求めていた。調査は地域総局 と統計

機関EUROSTATが 中心 とな り、民間地域調査機関ERECOに 委託 した。指標(以 下 に記述)

の選定にあたっては、他の政策総局が助言 している。欧州委員会は、域 内58都 市 に参加 を

呼びかけ、都市実態調査 に着手 した。EUが 初めて実施する都市調査の対象 として、比較

的規模の大きい都市を選んでいる。ただ し、パ リとロン ドンは除外されている。大きす ぎ

て欧州 レベルで評価対象 となる都市規模ではないためである。

21の 指標についてデータが収集 され、互いに情報交換 を重ねて比較可能なデータを揃 え

た。全21指 標は、社会経済面、市民参加、教育 ・職業訓練、環境、文化 ・娯楽の5分 野に

大別されている。対象地域は、第一義的に行政区分上の都市である。さ らに、27都 市につ

いては広域都市圏 レベルで もデータ収集 を行 った。また、各都市の行政区分上、あるいは

統計上の細区分 ごとのデータも可能な限 り収集 されている。

58都 市で約7000万 人をカバー している。経年変化を考慮す るため、可能な限 り1981年 、

91年 、96年 のデータを併記 している。 調査結果は、2分 冊(概 要+比 較分析、各都市の

結果)の 出版物 と してまとめられた(EC-Regional Policy,2000d)。

データを分析 した結果、次のようなことが明 らかになった。

・ 国 土 全 体 よ り も、調査対象 となった都市のほうが、人口の高齢化が速 く進み、若年人

口の比率が低下 している。

・ 移 民が増加傾向 にあ り、域内か らきた移 民は全体の1/3を 占めるに過ぎな い。

・ 国の平均失業率 に比べて、対象都市の失業率のほうが高い。

・ 国の平均収入の半分以下 しかない貧困層が23%を 占める。

・ こどもの死亡率は漸減傾向にあるが、国平均に比べて対象都市のほうが高い。

・ 犯罪件数は、国平均に比べて都市部のほうが圧倒的に多 い。

・ 製造業による失業は、サービス業で吸収される場合が多 い。女性の労働市場へ の参入

が高 まっている。

・GDPは 、国平均よ りも都市部で高い。

・ 投票率は比較的低 く、 さらに下がる傾向にある。女性の当選者が増えて いる。

・ 仕事 に関係す る移動はわずか22%で ある。公共交通利用が減 る傾向にある。

・ 自動車排気ガスによる大気汚染が増えて いるのに対 して、工場排気による大気汚染は

減っている。水の消費が減っている。

・ 都市 に住む人た ちは、コンサー トの10倍 映画を見る。



・ 都市内地区間格差のほうが、都市間格差よ りもしばしば大きい。

欧州都市の多様性、深刻な都市内格差

2000年9月 、欧州委地域総局担当委員M.バ ルニエも列席 して、フランスのクルテイユ

で 「都市実態調査」のお披露目が行われた。以下、調査結果に検討を加える。

第1は 、基礎的データ としての都市の人 口動態である。調査対象 となっている欧州都市

は、ある程度名前の通っている都市が多い。大半が人口50万 ～150万 の間に含 まれている。

調査対象都市のうち、突出 して大きいのがベル リン、マ ドリッド、 ローマで、300万 人規

模。また、狭義の都市人 口が減少傾向にあるのに対 して、広域都市圏では全般的に増加傾

向が続いている。

クルテイユにおける調査結果発表会で、地域政策総局都市担当チーフのR.ニ ースラーが、

調査結果に分析 を加えている(Niessler,2000)。最 も顕著に読み取れることは、欧州都市の南

北による違 いである。1世 帯あた りの人数 を見 ると、EU平 均は2.5人 だが、北の都市が軒

並み2人 以下なのに対 して、南の都市の中には3人 を超えるところが珍 しくない(EC-

Regional Policy,2000d,13-14)[図2-6左]。 逆に、1人 世帯の割合は、北の都市では50%

前後の高 い水準 にあるのに対 して、南の都市の中には10%程 度のところがある。田園居住

を好む北は低密度で、伝統 的に都市居住 である南は高密度 という常識を裏付けるように、

人 口密度 には大きな違 いがある。

この南北間の違いをどう受け止めるかが重要である。経済発展の物差 しでみると、南は

北を後追 いする傾向にある。ニースラーの分析によると、「ドイツや北欧の都市では、人口

密度が低 くスプロールが一段落 しているのに対 して、南の諸都市では人口密度は依然 とし

て高く、今後 もスプロール し続ける と予測できる。イギ リスや ドイツの人 口低密度な都市

では、1人 世帯が総世帯数の半分近 くに及び、南ほ ど急激な変化は起きないだろう。南の

諸都市では、まだ大家族居住が残っているが、1世 帯あた りの人数は減る傾向にある。北

の都市のように1世 帯当た り1.5～2人 程度 まで下がるとすれば、今後 も住宅需要の増加は

避け られない」。現 に、南の都市の人 口は微増 にとどまっているにもかかわ らず、世帯数の

増加でスプロールが進行中である。EU地 域政策 の努 力もあって、南北間の不均衡が縮ま

り、北の都市 を基準 に欧州都市が世帯構成の面でも均質化す るとすれば、欧州都市に共通

して都市生活の質の向上を果た して意味するのだ ろうか。

大都市 ばか りでなく、人 口が100万 人 に満たない都市もまた、欧州 レベルの都市間競争

に巻 き込 まれ る時代となった。本調査 に参加 した規模の都市は、それぞれ有効な発展戦略

を見 出すために、欧州 というコンテクス トで自らを客観的にとらえることか ら始めなけれ

ばな らない。その材料を提供しようとして試み られたのが都市実態調査であった。

この調査の目的は、欧州都市の番付 をつ くることではな い。あくまでも 「いろいろな顔

をした欧州都市の集合写真」 を映 し出す ものではあるが、都市間競争を助長することにな

りかねな い。共通のデータベースは、数値 目標設定を容易にし、競争のよ りどころとなる。

調査の意図 どお り、多様な生活の質を認め合 う方向に向うかどうかは疑問である。欧州都

市全体の生活の質がお しなべて向上す るにつれて、一層多様化する方向に向うのか、ある

いは均質化へ向ってしまうのだろうか。南北間ではっき り異なる都市の個性 さえぼや ける

兆候が危惧され る。 この調査 を受けて、欧州都市が多様性を担保 しっっ生活の質を高め ら



れ るかどうかは、結果の活用の しかた いかんにかかって いる。

都市間の違いに加えて地域総局は、この調査で明 らか になった都市内格差の問題に注 目

している。本調査では都市内の細区分 ごとのデータをで きるだけ収集 し、都市内の社会文

化 ・経済 ・土地利用・環境の トポグラフィーを読み取ろうとして いる。都市 によって、デ

ータのある細区分単位が まちまちであるため、単純比較には慎重を期すが、参加58都 市で

みる限 り都市間より都市内の格差が深刻であることがわかる。都市全体の平均失業率では、

極端 に高い都市がイタリアに目立つ以外は、都市間に大きな格差 は認 められない。しか し、

6割 以上の都市で、都市内での失業率格差が大きい[図2-6右]。 ベルギーで調査 に参加

したア ン トワープとブリュッセルは、いずれ も都市全体 としては失業率10%弱 でEU平 均

並みだが、都市内に失業率30%に 迫る地区を抱えている(Niessler,2000)。

図2-6都 市 実態 調査結 果 出 典:Niessler,2000

EU統 合の深化で域内の結束が強化 され、地域間、都市間の格 差は縮小す る方向にある

反面、都市内格差が解消する兆 しは見 られない。む しろ拡大する傾向 にあ る。域内で流動

化する移 民問題が背景にあ り、個別都市の問題と して解 決 しに くくなって いる。地域政策



総局は、都市の疲弊地区にターゲ ッ トを絞 り、EUレ ベルで都市政策に協調的 に取 り組む

必要性 を、ここに見出 して いる。

共通地域政策実験 に当てる構造基金の1%枠 を運用 して、試験的にスター トした都市実

態調査であるが、その結果 に対する参加都市の反応はよかった。地域政策総局は、今後、

対象都市の数を増や し、EU域 内都市の実態 を知る基本データ として定着 させたい意向で

ある13。

都市再生の経験をシェアする

EUレ ベルの都市政策の中身 につ いては、EU(行 政、議会)、 各国、都市 自治体、地域な

どそれぞれの主体がそれぞれの立場で異なる成果 を期待 している。その中で、誰 もがEU

レベルの都市政策 に共通 して求めているのが、欧州レベルで都市が互いを知る機会を提供

することである。欧州の他都市が どのような問題 を抱え、それ に対 して どのように取組み、

どのよ うな成果を上げたか、どのよ うな課題が残 ったか--都 市再生の経験 を共有 し、そ

こか ら学んで自都市の再生に活かす ことができるようになった。URBANな どの補助 プロ

グラムの手法 ・成果 ・課題が共有 され るようになって、欧州都市の比較可能な基本データ

を求める声が高ま り、先の都市実態調査が実現 した。

1198年 ウィーンで開かれた都市 フォーラム14の準備段階 として、地域総局はウェブサイ

ト 「都市問題(Urban　Issues)」 を立ち上げた。このウェブサイ ト15では、UPPプ ログラムの

概要や 自治体の連絡先に関する情報が公開された。また、同 じ補助事業を推進 して いる自

治体担当者同士のセ ミナーや シンポジウムな どのイベン ト情報、その事後報告などが掲載

され、自治体相互の交流が活発に行われているようすが紹介 された。先進的取組みUPPは 、

EUと 都市を直接結び付ける実験で もあったため、都市相互の経験共有が重要な眼目とな

っていた。

このように、UPPに ついて は欧州都市間の経験の共有 を重視 してきたが、共同体 主導

URBANは 、UPPよ り予算規模が大きい半面、国担当省の介在度がUPPよ り高いため、 こ

れまでUPPほ どオープンかつ積極的に交流を図ってこなかった。イタリアのように、国 レ

ベルで担当省が中軸 とな って事後評価 を検証 し、URBANIIに 成果と教訓を引き継 ぐべ く努

力 した国 もあった。 また、イギ リスのバーミンガムのように、EUレ ベルで積極 的な戦略

を展開 している都市では、欧州委地域総局 と協働 して、バーミンガム2000年 都市再生会議

のような場を設け、都市主導で国境 を超えた経験の共有を図ってきたケース もある。 しか

し、URBANに っ いてはEUレ ベルで十分な事後評価が行われないまま、URBANIIに 雪崩

れ込んだ経緯があった。

UPPに 加えてURBAN補 助 プログラムの成果 と課題をEUレ ベルで共有す るために、

2000-06年 実施のURBANII内 に、都市再生の経験をEUレ ベルで交換する政策 プログラム

132000年 以 降、都市実態調査 は、EU統 計局Eurostatと 各 国統計局が連携す るかた ちで進め られ 、2004

年6月 に、258都 市(EU25+ブ ル ガ リア、ルー マニ ア)に おける2001年 現 在のデータが まとめ られた。

(ウ ェブ提供プ レス リリー スSTAT/04/82)

14II .5-2.参照 。

15都 市 問題ウェブサイ トは 、当初 単独 で立ち上 げ られたが、現在は地域 政策総局 のウェブサイ トに組

み込 まれて いる。



URBACTが 盛 り込 まれ た。URBACTは2003年1月 に新設 され 、構造 基 金 を財源 と して1,590

万ユ ー ロが計 上 された。 さ らに、 各国 が886万 ユー ロを拠 出 して 、合 計2,476万 ユ ー ロの

予算 で ス ター トした。

URBACTは 、フランスの都市政策担当相の発案によ り、欧州委地域総 局と各国担当省の

協働で実施 されることになった。過去 か ら現在進行中までのUPP2期 分 とURBAN2期 分で

補助 を受けてきた合計210都 市を巻き込み、それ らの都市再生の経験 を共有 し、評価 しよ

うとす るものである。都市ネッ トワークで情報交換を緊密に し、欧州都市が直面する問題

解決のための都市再生に活かそうとす る試みである16(URBACT Secretariat,2004)。

URBACTは 「都市再生の経験を共有する ことの大切さ」を強調 しているが、そ こか らは

共同体主導URBANを2007年 以降 も存続させたいという地域総局の思惑を読み取ることが

できる。EU地 域政策にとって東側諸国の加盟を成功させ ることが最優先課題 となってい

る今、2007年 以降の予算制約は一段 と厳 しさを増し、EUレ ベルの積極的な地域政策に挑

む余裕がな くなっている。厳 しい状況ではあるが、欧州委地域総局は、一度開拓 した都市

に直接 つながるパイプを今後も維持するため に、2007年以降のURBAN存 続に賭けている。

地域総 局は、都市 とのパイプに、EUレ ベルで しか実現できない地域政策の可能性を見出

している。

URBANやUPPな どEUレ ベルでの政策意図を明確にした補助プ ログラムは、プロセス

が複雑で、欧州委地域総局、各国担当省、自治体それぞれが不満を持 っている。欧州委員

会は、プログラム提案 の段階な どで下位 自治体の足並みが揃わず、スケジュール通 りに進

まな いことに苛立ちを募 らせて いる。また、自治体側は、各国各都市で大き く異なる事情

を聞き入れず、同じレールに乗せようとする欧州委員会のや り方 に反発 している。国の担

当省は、都市政策 に対する国の影響力低下に危機感を持 ち、EUと 都市の間に介在 して国

策を反映させ ようと画策 している。このように、進め方にっいては三者三様の不満がある。

これ らの問題点 を認識 した上で、EU、 国、都市 とも、都市再生の新たな手法を開拓 した

こと、官官パー トナーシップ、官民パー トナーシップを促進 した ことに加え、他都市の実

態や再生経験を知 ることの重要性を知 らしめた ことを成果 として一様 に認めている。今後

向けて、EUレ ベルで共通に都市政策を持つべきか どうかが問われて いるが、補助事業の

経験 を通 して、国境を超 えて都市再生の経験 をシェアするプラッ トフォーム としての意義

があることは少な くとも合意されたといえる。

1.2-8.小 括

地域開発基金を初めとする補助金は、①主流目的別、②共同体主導、③先進的取組みの

3階 層体 系となっている。①>②>③ の順に量的には減 り、①<②<③ の順にEUレ ベル

で深 く介入 している。こうした補助金体系のなかで、都市部の位置づけに着 目す ると、1990

年代か ら今 日まで、③都市パイロット事業UPPか ら②共同体主導URBANへ そ して①主流

目的2都 市地域へ と移行 していった ことがわかる。つま り、量的 に拡大す る一方で、EU

16現 在 の活動 内容 を逐次ウェブサイ トhttp://www.urbact.orgで 情 報提供 して いる。



レベルでの縛 りは薄 らぐ方向に向かって いる。

1989年 か ら2006年 まで、3種3予 算年に渡 り実施 されてきた計5期 の補助 プログラム

のうち、EUレ ベルでサステイナブルシティへ向けた発展を最 も強 く意識 した補助プログ

ラムは、UPPIIで あった。UPPIIで は、「サステイナブルな発展と市民生活の質の向上をも

た らす」革新的な試みが求められた。採用された26プ ロジェク トを見ると、技術的な解決

より社会文化的なアプローチで都市のサステイナ ビリテイを高めていく試みが 目立っ。

UPPIIの 補助金 を獲得 したプログラムは、狭義の地球環境保全のための自治体で取 り組

むべき具体策 というよ りは、環境対策 と社会経済的な格差是正に統合的に取 り組む例が多

い。もっとも、UPPIIは 、構造基金を活用 しているために、構造基金の主目的である地域

間格差是正 とのつなが りが不可欠で、都市内の社会経済的な格差是正策 を取 り込 んでいる

と考える こともできる。 したがって、直ちに、EUで 共有されているサステイナ ブルシテ

ィ像が、社会経済的なサステイナビリティにより重きを置いているとは言い切れな い。だ

が、少な くとも、EUの サステイナブル シティ像には、社会経済的な格差に対す る問題意

識が広 く包含 されて いる といえる。

UPPとURBANの 成果 として、次の3点 に集約できる。

① 小額かつ条件の厳 しい補助事業であったためにかえって、「ハー ド面 と環境 ・社会 ・経済

支援を連携 させた」現実 的でユニークな都市再生手法の知恵が生まれた こと。

②補助金規模が小さく、都市再生に量的に貢献することはそ もそも期待されて いなかった

が、市場主導の都市再生に任せ ると広がる社会的分極化 を抑制する方向に微力なが ら貢献

したこと。

③当該地方自治体 とのパー トナー シップが進み、欧州市民がEU政 策を実感できる機会 と

なった こと。

また、事例を調べた結果、建造環境の改善 と社会的排除の克服を両輪 とする これ らの補

助事業は、南イタリアの諸都市で特に大きな成果 を上げ、地域活性化 の大きな起爆剤 とな

った。GDP格 差 を基準 とした地域政策では改善できない欧州内南北問題の緩和 に貢献 した

意義は大きい。

予算制約が厳 しさを増 し、EU・ 国 ・都市がそれぞれに問題 を指摘 してお り、現在、EU

レベルで共通に都市政策 を持つべきかどうか再考する段階にある。とはいえ、URBAN・

UPPの 補助事業および都市実態調査を行ってきた成果 として、欧州都市が互 いを知 り、国

境を超えて都市再生の経験 を共有することの大切 さは認識された といえる。



第II部 3つ の提言:環 境政策 、地域政策、空 間政策





表3,4,5-1 1990年 代都市政策 の経緯:EU地 域 環境政策 と地域 図都市 筆者作成

補助事業:第2章 、地域政策:第5章 、環境 政策:第4章 、地域委員会・ ユー ロシティ:

第3章



第3章 EUレ ベルの都市 ・地域政策に影響力のある多様な主体1

1986年 単一欧州議定書が発効 し、EUレ ベルの政策が拡充 され、議会の権限が強化 され

るなど、EU機 関の役割が増 したのを受けて、欧州 レベルで活動する利益団体が急増 した。

欧州委員会報告によると、1992年 時点で、3000ほ どの利益団体および ロビー活動主体がブ

リュッセルに拠点を設け、約10,000人 がそ こで働いて いた(Williams,1996,145;Hooghe and

Marks,2001,15)。 その うち、いわゆる 『ユー ロ団体 』が500を 数えた。ロビー活動の対象

は、主に欧州委員会 と欧州議会であり、議会の権 限が強め られる過程で、欧州議会 に対す

るロビー活動の比重が高まって いった。

これ までに最 も影響力を発揮 したのは、経済団体や欧州規模の企業で、統一市場形成 に

向けた政策 を左右 した。経済団体 に比べれば弱体 だが、環境 団体の ロビー活動 も活発にな

ってきている。環境問題で都市がクローズアップされて くる1990年 代には、環境団体 も都

市政策に影響を与えるようになった。

都市政策 とのつなが りが強いロビー活動としては、国よ りも下位の機関が活発である。

地域や地方政府で、ブ リュッセルに拠点を構 え、 ロビー活動 を行っている ところが、150

以上に上っている。 これ ら地域や地方のロビー活動は、それぞれ個々に行われ るが、共通

の利益を求めて組織 をつくり、より効果的な ロビー活動を展開する動きもある。後述す る

ユーロシティは、 自発的に組織 された代表例である。他方、EUは 、地域の意見を反映さ

せる しくみ として、後述するように地域委員会をEU諮 問機関 として設置 した。これ ら多

様な拠点をより所に、地域や地方の政治家たちは、ブ リュ ッセルで活発に活動 し、主 に欧

州委員会地域政策総局や欧州議会 に働きかけている。

本章では、EUレ ベルの地域政策 とガバナンスについて地域にフォーカス して研究 して

いる第一人者のL.ホ ー フの分析を中心 に、これ ら多種多様な主体 のうち、国よ り下位 の地

域地方機 関、EU側 か ら設けた地域委員会、欧州 レベルのネッ トワーク組織につ いて概観

す る2。欧州 レベルのネ ッ トワーク組織については、本論の主題であるサステイナブルシテ

ィ政策 に対す る戦略的関与で際立ったユーロシティについて具体的な活動を含めて記述す

る。

II.3-9.国 より下位の地域地方機関

現在、国よ り下位の地域 自治体、地方 自治体の うち、ブリュッセル に事務所 を構えて い

るところが、150ほ どある。 これ らの自治体 は、ブ リュッセルでロビー活動を行い、情報

1都 市をめぐるEU地 域 ・環境政策の経緯を追っていくうちに、浮彫 りになってきた多様な主体について、

筆者がまとめたのが 「都市ネットワークのロビー活動」である(岡 部、2003b,176-188)。 本章は、これを

原点として、文献調査を拡充し考察を加えたものである。
2EUは 、第一義的には、国民国家を束ねる組織である一方、国より下位の地域 ・地方 自治体や、営利 ・

非営利団体が複雑にネットワークする欧州像をも見せている。田中明彦は、国家以外に企業やNGOな ど

様々な主体が影響力を及ぼし合う現代の世界システムを 「新しい中世」(田中、1996)と とらえているが、

その欧州はその縮図であるといえる。



収集 し、他 の国 よ り下位 の機 関やEUレ ベ ル の活動 主体 とネ ッ トワー ク して い る。 ブ リュ

ッセル に最初 にオ フィス を構 え た の は、 ドイ ッのハ ンブル グ市 とザ ー ラ ン ド州 で、 そ のほ

か バー ミ ンガム(1984年)、 カタ ルー ニ ャ州 、 ドイ ツ諸州 が先 鞭 を切 って、 ブ リュ ッセ ル

に事 務 所 を構 え た(Le Gal〓s,2002,100)。 同種 の出先事 務所 は、1995年 まで に100近 くを

数 え、1999年 には150に 迫 って い る。

国によって、ブ リュッセルの地域 出先機関の重要度は大き く異なる。地域政府に幅広 い

権限が与えられている国の地域は、ブリュッセルに本格的な代表部を設置 している。 ドィ

ッの州(L〓nder)、 ベルギーの地域(regions)、オース トリアの州(L〓nder)の 連邦制下の地

域 はすべて代表部 をブリュッセル に置 いている。 これ に次 ぎ、スペイ ンの大半の 自治州

(Comunidades Aut〓nomas)が 在 ブ リュッセル代表部を構えている。フランスもほとんどの

地域(r〓gions)、 地域よ り下位の県(d〓partements)の いくつかがブ リュッセル代表部 を持

っている。イギ リスは、行政機構上の地域単位では、北イングラン ド、スコッ トラン ド、

ウェールズの代表部があ り、それ以外 に、地域や地方ベースの公的機関、特殊法人、民間

機関な ど様 々な組織がブリュッセル に事務所 を持っている。スカ ンジナビア諸国やオ ラン

ダな ど2層 の行政機構 をとって いる国では、地域単位よ りも地方政体あるいは地方ベース

の組織の存在感のほうが勝 っている。

規模 は千差万 別 で、ほ とん ど予算 が な く1,2人 の非常勤 ス タ ッフだ けの ところ もあれ ば、

15-20人 のス タ ッフが常 駐 し大使館 並み の 規模 の と ころ まで ある。 ス ペイ ンのバ ス ク 自治

州 は、総 人 口210万 の地域 で あ るが、15人 の常 勤ス タ ッフを抱 え、 うち7人 はEU政 策専

属 であ る(McLeod,1999)。 ス コ ッ トラ ン ドは、1992年 か ら地域 の利 害 を代表す る公 民共

同 の組織 ス コ ッ トラン ド ・ヨー ロ ッパ(Scotland Europa)の オ フィス を構 え、 ブ リュ ッセ

ルで 強 い存在感 を示 して いる。

なぜ、国よ り下位の政体がブ リュ ッセルに出先機関を設けるのか。「EU補 助金を獲得す

るための陳情よ りも主 目的は、情報 交換である。… 広範な自治権 を持っている国よ り下

位の自治体(地 域 ・地方)は 、EUレ ベルの新たな法制度をいち早く入手 したがっている。

そ う考えれば、連邦制あるいはそれ に準 じる制度の国の地域がブリュッセルの動きに敏感

な ことに合点がいくばか りでな く、スウェーデンとフィンラン ドの地方 自治体がEU加 盟

以前か らブリュッセルにオ フィスを設けて いた意図がわか る」(Hooghe,2001,87)。

地域あるいは地方自治体が、ブ リュッセル にアンテナを張ることを どの程度重視 して い

るかは、これ まで述べてきたよ うに各国の制度上、地域の持っている権限の違いがベース

にある。 しかし、ブ リュッセルで国より下位の自治体 によるロビー活動を活性化 している

本質的な要因は、制度上の分権化 よ り根深 く、国民国家の声としてひ とつに代表できな い

地域の声が底流にある。すなわち、EU政 策 に対する国の見解 と異なる見解 をEUレ ベルに

反映させたく思っている地域の存在である。ガ リシア、カナ リア諸島、ブ リタニー、北ア

イル ラン ド、ウェールズ、スコッ トラン ド、北イ ングラン ド、カタルーニャ、バス クなど

の地域である。バスクや スコッ トラン ドの在 ブリュッセル代表部が充実 して いたのはその

ためである。

国よ り下位の 自治体が、ブ リュ ッセルに出先事務所を設けることに対 して、国は微妙な

対応 をとってきた。 ドイツは、1993年 になってやっと各州のブ リュッセル代表部を公式に

認めた。スペイ ンとオース トリアの外務省 は、地域の代表部がブリュッセル に進出する こ



とを当初嫌っていた。イタリア政府は1996年 まで地域が独 自にブ リュッセルにオフィスを

構えることを違憲としてきた。

ブ リュッセル に代表事務所を置く特異な地域 として、複数の国にまたがる地域の例があ

る。1980年 代にフランスのピカルディとイギ リスのエセ ックスが共同でオフィスを設けた。

EUは 、そ もそもヒ ト・モ ノ ・カネの流れの障害 となってきた国境 の垣根 を低 くする試み

であるか ら、国境をはさんだ地域が手をつないでひ とつの地域 としてEUレ ベルで活動す

るのは当然の流れであ り、国家の統一を脅かさない範囲内3で各国 も概ね歓迎している。

る。第1章 で述べたINTERREGは 、こうした動きを手助けす るEUレ ベルの財政支援策で

ある。

II.3-10.欧 州 レベルのネ ッ トワー ク組織

国よ りも下位の地域 ・地方自治体 は、ブリュッセルを舞台に同じ国の自治体問でネ ッ ト

ワークす る一方、国境 を超 えて相互 にネッ トワークを結んで いる。EUの 下で類似 した状

況にあり類似の権限を与えられた地域政府がネッ トワークを強める動きがある。例 えば、

スコッ トランドを基盤 とした地域組織であるスコッ トラン ド ・ヨーロッパは、 ドイツの強

い州、オース トリア諸州、スペイ ン自治州のうちとくにカタルーニャとバスクとの連携を

強化 してきた。 また、EUレ ベルの政策に対する要求で一致のみ られる地域同士が、地理

的には遠 く離れていて も連携するケースが見受けられる。「地域の在ブリュッセル事務所相

互の協力には、同じ国に属するもの同士、類似の権限、共通の政策課題な どなんらかの共

通項が見 られる」(Hooghe,2001,87)。

国よ り下位の地域地方で構成される欧州 レベルのネッ トワーク組織は、多様である。今

日の欧州における自治体相互の交流は、その直接の発端 として、第二次大戦後の姉妹都市

提携ブームがある。当初は ドイツ都市と他の欧州都市 との姉妹都市提携が盛んにな り、東

西冷戦期 には、東西での姉妹都市提携が 目立った。文化交流や友好協 力、平和問題などの

活動が中心だった。(Le Gal〓s,2002,106)。 その後、姉妹都市活動 は下火にな り、かわって

都市間連携の主眼は統合欧州の建設 と経済開発に向かっている

1951年 に は、欧州 地方 地域 自治体 評議 会CEMR(Council of European Municipalities and

Regions)が 設立 され た。また 、1985年 設立 の欧州 地域協 議 会(Assemhbly of European Regions)

の よ うに、幅広 く自治体 を結集 す るネ ッ トワー ク に始 ま り、 特定 の課 題 に特化 した ネ ッ ト

ワー クが 増えて いった。港 湾都 市、 空港 を持つ都 市 、 フ ァ ッシ ョン、焼 き物 ・織物 な どの

地 場産 業 、造船 、 囲壁 都 市な ど、類 似 の特 徴 を持つ都 市 が ネ ッ トワー クをつ くる動 きが 強

まっ た(ibid,106)。

ホーフは、 これ らの多様なネッ トワークを3種 に分類 して いる。第1は 、欧州委員会か

らの働 きかけでネ ットワークづくりを支援 してできた ものである。 目的1や 目的2地 域が

協力 し合 うネ ットワークや、共同体主導のLeader,URBAN,INTERREGの 助成対象 となっ

3イ タリアのアル ト・アディージェとオース トリアの南チロルが共同でブリュッセルオフィスを開設しよ

うとしたとき、イタリア政府は認めようとしなかった。



て いる地域のネ ッ トワークな ど欧州委員会地域総局主導のネットワークである。第2の 分

類は、地理的特徴 を共有する地域のネッ トワークである。国境地域、周縁沿岸地域、 中山

間地などのネ ッ トワークで、EUの 構造基金の配分 に対 してロビー活動で働きか けている。

共同体主導INTERREG創 設の陰には、1980年 代の国境地域ネッ トワークの ロビー活動が

あった。欧州工業技術地域組織RETl(Association of European Region of Industrial Technology)

のロビー活動が効 いて構造基金の主流の目的2地 域が衰退工業地域 をターゲ ッ トのひとつ

とするようになった。第3の 分類が、情報 と地域の経験 をシェアし主体的に戦略を遂行 し

ていくダイナ ミックな地域のネ ットワークである。バーデ ン・ウェルテ ンベルグ(独)、 ロ

ーヌアル プ(仏) 、カタルーニャ(西)、 ロンバルディア(伊)か らなる4つ のモーターが、

その先駆的例 としてよ く知 られて いる。

以下、サステイナ ブルシティ政策への戦略的 ロビー活動で存在感を示 したネッ トワー ク

組織ユーロシティについてその活動の特徴 を分析する。

ユーロシティ(Eurocities)

ユー ロシティは欧州主要都市のネ ッ トワーク組織で、2000年 末現在、98の メンバー都市

を抱える4。ロビー活動を通 して、EUレ ベルの都市関連政策に多大な影響を与えてきた[表

3,4,5-1:ユ ー ロシティ]。欧州市町村協議会をはじめ都市が情報交換す るネッ トワーク

は多数あるが、そのなかで もユーロシティの活動が際立っている。加盟条件は人 口が25

万人以上、欧州ス ケールの都市であると同時 に、地域の拠点都市であること。他方、パ リ

や ロンドンは大 きす ぎるため加盟 していない。

ユー ロシティの活動の柱 は、ル ・ガレによる と、活発なロビー活動 とメンバー都市相互

の経験交換の2つ である(Le Gal〓s,2002,106)。 同じ欧州都市の集 まりで も、例えばサス

テイナブル都市キ ャンペー ン5とどこが違 うのか。ユーロシティ環境小委員会 コーデ ィネー

ターのA.フ ァンデ フェ ンは次のように説明 している。 「組織か否かの違 いだ。サステイナ

ブル都市キャンペー ンは文字通 りキャンペーンで、憲章に合意した都市の集 ま りに過 ぎな

い。組織力はない。他方、ユーロシティのメンバー都市は組織の利益を享受す るの と引き

換 えに、会費を払 っている。われわれユー ロシティは、メンバー都市の利益のためにブリ

ュッセルでロビー活動を している」。

1986年 、ユー ロシティはロッテルダムで設立 された6。欧州が結束強化へ向けて加速す

るにつれて、人口50万 人規模 の都市の多くが国の枠を飛び出 して欧州 というフィール ドで

発展の方向を模索 しだ した時期だった。1912年 、第XVI総 局の支援 を受 けてブ リュ ッセル

に事務局 を開設 し、ロビー活動 を本格化させた。ブリュッセルには15名 ほ どの常勤スタッ

フが いる。ユー ロシテ ィは、24あ る総局 のうち 14の 総局 と関係 を持 つよ うにな った

(Williams,1996,151)。1193年 マース トリヒ ト条約の発効 を受けて、EUレ ベルの都市関連

施策は大幅に拡充 されたが、ユーロシティや都市側の主張 を反映した結果で もあった。

ユーロシテ ィは、ロッテルダムのEURICUR、 ドル トム ンドの都市計画研 究所、 トリノ

4 2003年 末 時点 で、117都 市 が加盟 している。

5 II .4-3.参照。

6 当 初 は、バー ミンガム 、バル セ ロナ、リヨン、ミ ラノ、フランクフル ト、ロッテル ダムの6都 市 でスタ

ー トした。



工科大学、リバプールの都市問題欧州研究所な ど都市研究の専門機関と緊密な連携をとっ

ている(Le Gal〓s,2002,106)。 ユー ロシティには、文化、経済、環境、社会、交通な ど課題

別に7つ の小委員会がある。メンバー都市は、関心の高いテーマを扱 う小委員会の活動に

参加 し、相互 に経験 を交換 し合い、それぞれ の都市政策 に生か して いる。ユー ロシティは、

欧州委員会 と対峙する圧力団体を脱 して、建設的な提案 を継続的に行って いる。また、都

市的課題 に関 して欧州委員会の政策パー トナーとなって政策立案プロセスに入 り込み、影

響力を発揮 しようとしている。

経済発展・都市再構築小委員会EDURCは 、特 に活動の盛んな小委員会のひ とっである。

フランスの リヨンがリーダー都市 とな り、欧州 レベル都市戦略の重要性を事例か ら解析 し、

報告書をまとめた。イギ リスのリーズ、フランスのス トラスブール、チェコのブル ノ、イ

タリアの トリノ、 ドイツのミュンヘンな ど10都 市が参加 した。

環境小委員会は、後述するようにEUの サステイナブルシティ政策に積極的に関わって

きた。

交通小委員会は、先端交通 システムをテーマ とした都市ネッ トワーク組織POLISと 連携

を図 り、「脱 自動車都市」というサブネ ッ トワークを形成 して、都市交通問題 と取組 んでい

る。技術小委員会は、デ ン ・ハーグを リーダー として、ITで 都市のサステイナ ビリティへ

の道 を拓く可能性などについて学ぶ活動を している。関連のサブネッ トワークにテレシテ

イがある。

〈年1回 の定期総会-2000年 ライプチ ヒ大会を例 に〉

ユー ロシティは毎年の議長都市がホス トとな り、年 に一回総会を開催 してきた。歴代の

総会が開催された都市は、いずれも欧州 レベルで活躍の目立つ元気なところばか りである。

1986年 の第1回 総会が開かれた ロッテルダムは、人 口規模のわ りに欧州全域 を相手に発展

してきた都市である。1989年 第2回 総会の舞台 となったバルセロナは、1992年 オリンピッ

クを契機 に国境にとらわれない地中海都市、欧州都市としての地位確立 を標榜 していた。

バルセ ロナは、2002年 にもユー ロシティ総会のホス ト都市 となって いる。

1989年 以降の総会開催都市には、G8首 脳サ ミッ トで国際コンベンション都市としてデ

ビュー したイギ リスのバーミンガムをは じめ、バル ト海圏の リーダー都市 として注 目され

ているヘルシンキ、さらにリヨン、フランクフル ト、リスボン、アン トワープ、ボローニ

ャ、ビルバオ、 リールなどの元気な都市が並ぶ。

ユー ロシティの2000年 総会は、旧東 ドイツの都市ライ プチ ヒで開催 された。ライプチ ヒ

は、欧州市場が東に拡大するにつれて、国際見本市都市として急成長 した。 ライプチ ヒ ・

メッセがユー ロシティ総会の会場 となった。

総会は加盟都市がお互 いに交流す る場であるのはもちろんだが、EUレ ベルの執行機関

である欧州委員会 と政治的に取引す る場で もある。2000年 のライプチヒ総会は、EU都 市

政策が拡充 していった1990年 代が終 わ り、次のステップを探る時期に開催 された。予算年

度の切 り替わ る時期と重な り、EU東 方拡大 を機 に都市政策をどう展開させていくべきか

を議論す る会合 となった。

ライプチ ヒ総会では、欧州委地域総 局担当委員(大 臣)のM.バ ルニエ とのサテライ ト会

談が公開された。主な取引材料は次の3点 だった。

①EUレ ベルでの都市の直接発言権 について



② 欧州人権憲章について

③ 現EU加 盟国と東側次期加盟国都市の協力について

①EUレ ベルでの都市の直接発言権について

ユー ロシテイのメンバー都市は、都市がEUレ ベルで公式に発言権 を持つ ことを求めて

いる。1994年 地域委員会が創設 され、地域政府や主要な都市は、公式の発言の場 を与え ら

れるようになった ものの、EUは 加盟各国の首脳会議を最高決定機 関としているため、国

よ り下位の地域や地方 自治体にはEUの 決定 を左右する権限はない。

2000年10月 のユーロシティ総会サテライ ト会談で、ユー ロシテ ィ事務局長でバー ミン

ガム市議会議長のA.ボ アは、M.バ ルニエ欧州委地域政策担当委員に対 して、「各国政府に

比べれ ば、欧州委員会は、都市の立場を理解 し、尊重 して くれている」 と地域総局の努力

をある程度評価 した。その上で、都市の役割が欧州 レベルで高まって いることを考慮 して、

EUに おける都市の直接発言権 を明文化するよう求めた。これ に対 してバルニエは、「都市

の意見が実質的にはわれわれの政策 に十分反映されている」 と理解 を促すにとどまった。

② 欧州人権憲章について

ユーロシテ ィ ・ライプチ ヒ総会が開かれた2000年10月 、欧州では同年12月 のニース

EU首 脳会議 に向けて、欧州人権憲章 をめぐる激論が交わ されて いた。欧州人権憲章は、

拡大EUを 視野に入れ、欧州 レベルで基本的人権 を守る必要がある との認識か ら浮上 した

テーマだった。 しか し、北欧 をはじめ小国の多 くが 「欧州憲法 と欧州連邦制へ駒を進める

ものだ」 と反発 し、話 し合いは難航 していた。ユーロシティは総会の場で、欧州人権憲章

制定 に全面的かつ強力な支持を表明 した。国 とは距離を保 ち、都市が国境 を超 えて広域 に

行動するためには、欧州 レベルの基本的人権は欠かせない。ユー ロシティは地域委員会 と

ともに、欧州委員会に対 して法的拘束 力のある基本的人権擁護 を要求 した7。

③ 現EU加 盟国 と東側次期加盟国8都市の協力にっいて

ユー ロシティの2000年 総会が旧東 ドイツのライプチヒで開かれた こと自体、欧州が東を

向いて いることの現れである。 ライ プチ ヒは、西側にキャッチアップ しようとしている東

側都市のモデル として注目されている。旧東西 ドイツを結ぶ鉄道イ ンフラ整備に伴い、駅

舎の リニューアルに始 まり、現在イ ンナーシティ再生が急 ピッチで進 んでいる。西側か ら

の企業誘致に成功 し、空前の経済ブームを経験 した。

EUの 至上課題は、さ し迫った東側への拡大を成功させる ことだった。一方、ユー ロシ

ティは、EU域 内都市に限定せず、ブダペス ト、クラコフ、プラハ、サ ンク トペテル ブル

グな ど当時非EUの 約20都 市を協賛メンバーとして受け入れ、東側都市 とともに活動 して

いる。ユーロシティ側は、東側都市との連携協力に一層の支援を欧州委地域総局に申 し入

れた。

国 としてのEU加 盟に先立って、都市同士が緊密に結び付 くことは、拡大EUに 向けて

7欧 州人権憲章は、言論 ・思想の自由、法の下の平等などを定めたものである。国レベルの法で定める範

囲のス トライキ権や公正な労働条件にも言及している。 また、クローンによる生物の複製を禁 じている。

反対意見が多数あったため、ニースEU首 脳会議ではニース条約に盛 り込むことを断念 した。その後、2002

年には憲法草案を作成するための代表者会議が開かれ、人権憲章論争は欧州憲法起草に向けた試みへと継

承されていった。同年末のユーロシティ ・バルセロナ総会では、ユー ロシティ加盟市長有志70名 が、欧

州憲法支持の声明を公表 した。
82004年 に東欧10か 国が新たに加盟 した。



表面化す る各国の利害対立 を緩和でき、EU側 にとって もメリッ トのある話である。欧州

委員会は、構造基金の境界地域に対す る支援プログラムINTERREG9を 拡大解釈 して、支

援対象を加盟国都市と東側都市 との連携にまで広げて いる。INTERREGは 、EUに 加盟 し

て いるフィンラン ドのヘルシ ンキ と次期加盟国エス トニア10のタ リンの連携11を支援 して

いるが、両都市ともユー ロシテ ィのメンバー として積極的に活動 している。

ユー ロシティは、2000年 ライプチヒ総会の例 にみられるように、欧州委員会 と共有 しや

す い提案 を積極的に進めている。ライプチヒ総会では、欧州人権憲章に支持 を表明 し12、

東側都市との連携強化 に取 り組む姿勢を示した。ユーロシティは、EU執 行機関と対立の

構図を前提 としなが らEUと の建設的関係を模索 している。都市の立場を守 りつつ、欧州

委員会の政策パー トナー となって、国を相対化 し、EUレ ベルへの影響力を強めようとし

ている。

EU諮 問機関地域委員会(Committee of Regions)

EU諮 問機関地域委員会 は、1993年 マース トリヒ ト条約が多様な地域性を尊重す ること

を明文化 したのを受けて、地域の意見 をEUレ ベルに反映するしくみ として1994年 に創設

された13。EU諸 機構 における同委員会 と同列の位置づ けの機 関として、社会経済委員 会が

ある。閣僚理事会および欧州委員会(1999年 アムステルダム条約発効以降、+欧 州議会)

は、地域や地方に関係 のある案件(そ れ以外の課題についても有用と考え られる場合)に

ついて地域委員会の意 向を求めることとされている。また、必要 と思われる場合は地域委

員会が主体的に、理事会や欧州委員会 に発案することができる[表3,4,5-1:地 域委員会]。

発足 して最初の2年 間(1194-1116年)、 後者の地域委員会発案が全案件の3/4を 占めた。

ただ し、地域委員会発案の割合が多いことは、地域の意見がEUレ ベル に反映されるよ

うになった ことを直ちに意味す るものではない。地域委員会のEUレ ベルでの実質的な影

響力は大きくない。地域委員会は精 力的に意見書を提出 し、大量の報告書を公表 して いる

9INTERREGに つ いては、I.1-3.参 照。

10エ ス トニ アは、2004年EUに 加 盟 した。

11ヘ ルシンキ とタ リンは約80k mの 距 離 にあり、フィンラン ド湾 を介 して向か い合 って いる。都市 自体 の

規模 は、ヘル シンキが59万 人 、タ リンが40万 人。ヘル シンキの方 が圏域人 口が多 く、両都市地域合わ せ

て、10,000km2、 人 口180万 人規 模 となる(Jauhialnen,2004)。 ヘ ルシンキ とタリンの連 携についての ヒア

リング;karu,T.カル,T.(09/2004)EUproject maneger,city of tallinn,市 役 所内オフィスにて:Tallinn、

keinnanen,O.ケイナネン,O.(09/2004)adviser,baltic cooperation,city of helsinki,市 役所 内面接 室にて:

Helsinki、Terk,E.テ ル ク,E.(09/2004)director,estonian institute of future studies,研 究所オフィスにて:Tallinn

およびRaagmaa,G.ラ グマー,G(09/2004)profbssor,consultant,パ ル ヌ大学研究室にて:Pamu.

12山 本 は、ユー ロシテ ィがEUに お ける都 市(地 方 自治体)の 直接発言権 を要求 している ことや欧州憲法

を支持 している ことな どか ら、 「ユー ロシテ ィーズ とは、単なるEUに 対す るロビー組織、あ るいは単な

る都市間交流にとどま らず に、それ を超 えて民主主義 の実践 を主張する組織 という側面 を持 って いる」(山

本、2004,62-63)と 結 論 付けて いる。これ に対 して、本論で は、ユー ロシテ ィのスタ ッフへの ヒア リング

や2000年 ライプチ ヒ総会 に参加 して得た感触か ら、 これ らのユー ロシテ ィの主張 を欧州委員会 と建設的

な合意を得 るための相互 作用 による土 壌づ くりとと らえ、ユー ロシテ ィの主張 がEUを 動か した とい うと

らえかたは して いない。

13地 域委員会は、欧州 地域協議 会AREと 欧 州地方地域 自治体評議会CEMRの 両既存 ネッ トワー クを母体

としてつ くられ た。地域委員会 設立へ向 けて交渉中、ARE会 長 はカタルーニ ャ州知事プジ ョールで あ り、

CEMR会 長 はバルセ ロナ市 長マ ラガルだった。奇 しくも、カタルーニャ政界の相対立する2大 リー ダー が

協働で地域委員会設立 を準 備す る ことになった。(Morata and Mu〓oz,1996,203)



が、多様な地域が同意できる最低 ラインの意見 を取 りまとめるのが精一杯で、戦略的にEU

レベルの政策 を動か しているとは言いがたい。地域政策が拡充す る方向にあった1994-1999

年(地 域政策担当欧州委委員 ウルフ ・マティアス)の 間は、地域 政策総局と地域委員会の

実質的な連携がみられたが、他の政策分野では関係が希薄である。

熱心な地域や地方が期待 したほ どに地域委員会が機能 していない理 由として4点 あげ ら

れ る。最大の理 由は、公式に権 限を与えられていないことである。EUの 諸決定機関に対

して助言 を与える以上の ことができず、他の機関と共同でEUレ ベルの政策を決定するこ

とができない。

第2の 理 由は、集権的な国家 と連邦制の国における地域の権限の違 いである。連邦制を

とって いる ドイツ、ベルギー、オース トリアでは、国よ りも下位の政体が内閣に直接発言

権 を持ち、スペイン、スカンジナ ビア諸国の地域はEUレ ベルの法制度 について国内で影

響力を持っている。他方、国内において地域がEUレ ベルの政策決定 にほ とん ど関与でき

ない国 もある。

第3に 、EU域 内において、南北間で経済的に格差があることである。

第4に 、歴史的に リージ ョナ リズムの強い地域 と関心の薄 い地域があることである。欧

州諸地域は実に多様で、既存国家の中の一地域に止まることを望む ところがある一方、ス

コッ トラン ド、バスク、カタルーニャのよ うに、国民国家 と対峙するほどに リージ ョナ リ

ズム(地 域ナシ ョナ リズム)の 強 い地域がある。 これ ら 『強 い』地域 は広範な 自治権 を獲

得 していてもなお、一地域 に甘 んじることに不満 を抱き続けてきた。既存国家の存続 に 一

程度の意義を認めつつ も、EUに おいて地域の立場が直接反映され ることを望んでいる。

これ らの地域の政治的圧力が、地域委員会設立の背景にあった。

このように、EUレ ベルでの権限や関心 に、地域によ りば らつきがあるために、地域委

員会は声 をひ とつ にまとめて影響 力を発揮 しにくい14。「現時点で、地域委員会は、地域委

員会がEUの一 機関 として力を発揮す ることに期待 していた地域政府 を失望 させていると

言 って も過言ではない状況にある」 「地域委員会の母体 とな った欧州地域協議会AREや 欧

州地方地域自治体評議会CEMRの ほうが、皮肉なことに国境 を越えた活動を展開してい

る」(Hooghe,2001,82)。

14「地域の抱える問題とは、特定民族に関わる問題や地理的、文化的地域性に起因するなど、極めて個別

で特殊なケースが多い」ため 「地方や地域の声が地域評議会(本 論では地域委員会と訳している)に 寄っ

て有効 に代弁されえない厳しい現実がある」(浅見、2000、274)





第4章 環境面からのサステイナブルシティ政策1

本章では、EUレ ベルの環境政策 に都市 という切 り口を与えて考察する。EUレ ベルの環

境政策は、1990年 代に都市を意識するようにな った。1990年 代末か ら、環境政策理念が実

践へ と移行 し、各自治体へ と拡散浸透 して いく一方、2000年 以降、EUレ ベルでは、環境

政策か ら再び都市の陰が薄 らいできている[表3,4,5-1:環 境政策]。

II.4-1.EU環 境 政 策:1992年 以 前 ・以後

EU環 境政策の概要 と経緯

欧州委員会で環境政策 を担当して いるのは、環境総局(Environment DG, 1999年 以前は

『第XI総 局(DGXI)』)で ある。

「環境政策は、1970～1980年 代にかけて、欧州共同体ECの 新規政策分野だ った。『緑

派(green-minded/環 境派)』 政府 と環境団体 が先陣(leaders)と な り、多 くの国で国 レベ

ルで合意できて いた水準よ りも高い環境基準 を認めさせ ようと、後陣(laggers)を引っ張っ

ていた。1990年 代 に、かつての構図が変わった。経済が力強 さを増 し、環境主義のコス ト

が予期できない ことから、よ り慎重なアプローチへ と移行 していった。よ り慎重な立場の

政府が枠組み をつくり、他の経済活動主体の声が大き くなった。欧州で[環 境]規 制の[足

並みを揃 えることを目標にした]厳 しい取組 みが緩め られたため、環境政策の実施 におい

て国の個別事情により多様性の余地が生まれた」(Sabragia,2000,293)。

欧州経済共同体EEC発 足を取 り決めたローマ条約(1957)に は、環境保護に関する条項

はな く、共同体 レベルでの環境政策は想定外だった。しか し、1972年 、ス トックホルムに

おいて人間環境 に関す る国連会議が開催され、翌1973年 、加盟各国の トップは、共同体 レ

ベルで環境政策 を始動することで合意して いる。 ローマ条約第235条(現308条)が 当該

条約に具体的に明記 されていな い分野の政策 を許容 していた ことをよ り所に、共同体 レベ

ルの新規政策分野 として環境が導入された。 これ を受 けて、欧州委員会は、第1次 環境行

動計画(1973-76年)2を 策定 した。欧州委員会は、加盟各国の環境規制が経済活動の障壁

とな りうるため、それを回避するための政策 を指向 した。 しかし、閣僚理事会において全

会一致が当た り前だった当時、各国は自国の利益 を守ることに終始 し、経済共同体 として

の発展を阻む障壁を取 り除 く方向には関心が向かわなかった。海水浴場の水質や飲料水の

水質に関す る指針など、重要な法制度が整え られ たものの、環境行政に対す る理解は不十

分で、当初は大きな動きはなかった。

1980年 代初 めに、 ドイツ、オ ランダ、デ ンマークで、環境破壊が大きな政治課題 になっ

1本章 は、関連文献 に加え、本研究 に着手 した1998年 以 降、環境総 局のウェブサイ トとサ ステ イナブル都

市キャ ンペーンのウェブサイ トを継続的に追い、ユー ロシティのスタ ッフで都市環境専 門家グループの一

員であるAフ ァンデ フェ ンに ヒアリングした内容 を基 に考察 した。(岡 部 、1999a,96-97;2003b,124-146)

ユ ー ロシテ イについての ヒア リング;van de Ven,A.フ ァンデフェン,A(10/2000)Environment

committee,Eurocities,オ ランダ出身,ユ ーロシティオフィスにて:Brussels.
2以 後
、第2次 計画(1977-81)、 第3次 計画(1982-86)、 第4次(1987-1992)を 作 成 し、本論で 中心的 に取

り上げる第5次 環境行 動計画 に至 って いる。(岡 村 、2004、15-20)



た。 これ ら3国 の 『緑の』政府は、欧州 レベルでの規制強化 を求めた。 とくに ドイッの企

業家 らは、国内法による厳 しい基準を守ると環境保全のためのコス トがかか り、その こと

が競争 力の足 を引っ張るのではないかとの懸念を示 した。彼 らは、産業 に係 る環境規制 を

他国でも強化する方策 を支持 した。他国の政府は、 こうした方針 にあま り前向きではなか

ったが、共同体 として、多くの国内法制度よ り厳 しいEUレ ベルの法制度を整 える方向 に

向かった。

初期 においては、欧州委員会(欧 州議会は補佐的)と 各国環境担当省が中心 とな り、共

同体 レベルの環境政策を担っていた。

1986年 、単一欧州議定書の採択により、共同体 レベルで環境保全 に取 り組む ことに条約

上の根拠が与え られた。以後、共同体 レベルの環境法制化が加速 した3。統合市場 と直結 し

た環境法制の大半は、閣僚理事会の多数決制QMVの 対象 となる一方、欧州 議会 との協 力

関係が強化 された。さらに、統合市場と直結 しない環境保全に関する法規制について も、

全会一致の条件付で、条約上の根拠が与え られた。

以後、1992年 マース トリヒ ト条約、1997年 アムステルダム条約 を経て、閣僚理事会の多

数決制QMVで 採択 できる範囲が広 げられて いった。ただ し、土地利用計画、財政手段、

エネルギー、水資源な ど環境政策の根幹 をなす問題 については、相変わ らず、採択 には全

会一致が条件 となっている。1994年 、環境問題を重視するオース トリア、フィンラン ド、

スウェーデ ンが加盟 した ことにより、共同体 レベルにおいて他政策分野に対 して環境政策

の比重が高 まった(Andersen and Liefferink eds,1917)。 議会 との関係 については、1992年

マース トリヒ ト条約後、統合市場 に直結する環境法制について協力が強化 され議会 の存在

感が増 し、アムステルダム条約以降、法制化 プロセスが さらに簡略化 され る一方で、議会

の役割 がさらに重視 され るようになった。

1992年 以 降 、環境 政策 に対 す るNGOの 影 響 力 も強 まった 。ブ リュ ッセ ル で ロ ビー活 動

を展 開す る環境 団体 は、1980年 代 半ば まで、EEB(European Environmental Bureau,1974年 設

立)た だ ひ とっだ った 。各国で 環境 団体 が活発 に活動 して いて も、共 同体 レベ ルで の活 動 に

は懐 疑 的だ っ た。 そ の後 、 欧州地球 の友 だ ち(Friends of the Earth Europe)、 グ リー ン ピー

ス(Greenpeace)、WWF(World Wide Fund)が 加 わ り、『4枢 軸 』と呼 ばれ るよ うにな った。彼

らは、第XI総 局 と緊 密 に協働 し、共 同体 レベル の環境 政策 に関わ って きた 。 前3者 は、

欧州委 員 会 か ら財 政的補 助 を受 けて いる。やが て、国際 鳥 の生命 、欧州 気候 ネ ッ トワーク、

交通 ・環 境 連合 が 加わ り、 『7枢 軸 』 に拡 大 した。

欧州 レベ ル のNGOは 、1990年 代以 降、そ の重 要性 を増 したが 、欧州 レベ ル の企業 団体

に比 べ る とそ の 力は弱 い。 また、 ア メ リカ の環境 団体 と比べ て も弱 体 で ある 。 欧州 議 会 の

役割 が強 まる につ れて 、議 会 に対す る影 響 力 に力を注 ぐ傾向 にあ る。

1992年 の転機

共同体 レベルの環境政策は、1992年 を境に、内外の状況変化 を受 けて大きく変質 した。

内的には;

3「1987年 に発効した単一ヨーロッパ議定書SEAは 、共同体域内における種々の環境問題に対し、予防

措置に重点 を置くことを規定 している」(岡村、2004,20)。1990年 に欧州環境機関EEAが 設置され、そ
の後の環境政策に大きな影響を与えた。



① それまでは、欧州委員会第XI総 局 と環境政策 に熱心な一部の加盟国担当省が リーダ

ーシップを発揮 し官僚主導 の行政プロセスで進め られてきたが、議会、環境NGO、 欧

州裁判所、欧州環境機関、他の公益団体な どが加わ り主体が多様化 した。

②80年 代にギ リシア、スペイン、ポル トガルが新たに加盟 し、厳格な環境法規制を義務

付けても、環境実態は一向 に改善 しなかった。環境規制の目標 にかわって、いかに環

境保全を実現するか、その手法が政策の焦点 となった。

③ 環境保全のためのコス トを考慮せず に目標のための最適技術 を導入する考え方が揺 ら

ぎだした。

このようにそれまでの環境主義を自明の正義 として掲 げる手法が行き詰ま りを見せ るな

か、共同体 レベル環境政策に作用す る2つ の大きな トピックがあった。

①1992年 リオの地球環境サ ミッ トで 『サステイナブルな発展』の方向が世界規模で同意

された こと。

②1992年 マース トリヒ ト条約がかたま り、翌1993年 に発効 したこと。 これ によ り、EU

が通貨統合に向け結束強化へ と加速 した こと。

主に第1の 点か ら、共同体 レベルで 『サステイナ ブルな発展』という目標がはっき りし、

第2の 点を受けて、他政策分野との 『統合的アプローチ』、『官官、官民、パー トナー シッ

プ』が重要視 され るようになった。以上、3点 が共同体 レベルに顕著な環境政策の特徴 と

して明確になるなか、1992年 に第5次 環境行動計画が とりまとめられ、翌1993年 に承認

された。

リオ地球環境サ ミッ ト(1992年)へ の対応、 「サステイナブルな発展」

共同体 レベルの環境政策は、1993年 に発効 した第5次 環境行動計画で初めて 『サステイ

ナブルな発展』を目標 として明示 した。その背景には、1992年 リオの国連環境サ ミッ トが

あった。ここでは、『サステイナブルな発展 』とは何かをまず考察する。

サステイナビリティ4は、1992年 リオの国連地球サ ミッ ト以降、一躍世界の将来を考え

るキー ワー ドとなった。 これに先立って、1987年 国連 「環境 と開発に関する世界委員会」

が、「サステイナブルな発展」の概念 を明確に提示 して いる。通称ブルン トラント報告 とし

て知 られる同委員会報告書 「我 ら共有の未来(Our Common Future)5」(WCED,1988)は 、

サステイナブルな発展 を 「将来の世代が 自らの欲求を充足する能 力を損なうことな く、今

日の世代の欲求を満たす こと」 と定義している。現代のツケを次世代に持ち越 さな いこと

や、世代間の公平性を重視 した この定義が、今 日広範に語 られるようになったサステイナ

ビリティの考え方の原点にある。

以後、ブルン トラン ト報告で定義 された 「サステイナブルな発展」に具体的な解釈を与

えるいろいろな試みが行われてきた。1.サックスが中心 となって1991年 にまとめた国際 自

然保護連合IUCNの 文書は、 開発計画を論 じるにあたって考慮すべきサステイナ ビリティ

の次元として、社会的、経済的、生態学的、空間的、文化的の五つをあげて いる(サ ック

4ブ ルントラント報告による定義が最も頻繁に参照されるが、サステイナビリティという言葉は1980年

国際自然保護連合の世界保全戦略に盛 り込 まれている。サステイナビリティはもともと、水産資源管理の

基本概念で、資源に影響を与えないで最大の漁獲量をえることを意味する用語である(武 内ほか、2002)。
5「我 ら共有の未来」は、環境と開発が不可分の関係にあり、かっ共存可能であると主張している。



ス、1994)。 一般に了解 されているサステイナビ リティは、生態学的サステイナビ リティを

意味することが多いが、ここではよ り広い概念でとらえている。「社会的サステイナビリテ

ィ」は、資産や所得の分配において従来以上の衡平さが存在する文明を構築することを目

的 としている。「経済的サステイナビリティ」は、資源配分にあたって企業の収益性 を基準

に経済効率を考えるのではなく、マクロ社会の諸条件 に照 らして評価す ることによって実

現可能になる。「空間的サステイナビリティ」は、よ りバ ランスのとれた都市対農村 の配置

を達成するとともに、人間の居住 と経済活動の地域的配分 を改善することを意味する。「文

化的サステイナビリティ」は、環境重視の開発という規範概念が、多様な文化的連続性を

断ち切る ことな く、地域や地方によ り多元的な解決を生み出 して いくプロセスを含意 して

いる。

1987年 ブル ン トラン ト報告以後、サステイナ ビリティをめ ぐる多様な議論が交わされて

きた末 に、1992年6月 、リオデジャネイ ロで開催された国連環境開発会議(地 球サミッ ト)

で 『アジェンダ21』 が採択 され、地球規模でめざすべき方向として 「サステイナブルな発

展」が合意 された。

しか し、サステイナ ブルな発展の論理矛盾を指摘 し、この概念を批判する者 も少なくな

い。また、科学的根拠のある概念と取 り違えると、落 とし穴にはまる危険性がある。宮本

憲一は 「もともと、 これは十分な科学的検討を経た というよ りは、政治的妥協の産物とい

う側面があるだけに、未来社会への政策願望をあ らわす ものである」ととらえ、「残酷な親

切」に陥るか どうかは、「今後の政策実践の試行錯誤にかかっている」と述べている(宮 本、

2000)。

地方アジェンダ21

『アジェンダ21』 は、1992年 地球サミットで採択 されたサステイナブルな発展へ向けた

行動計画であるが、その中で、その後のEUサ ステイナブルシティ政策への展開の布石 と

なったのが、『第28章:地 方アジェンダ21(Local　 Agenda　21)』 である。第28章 は、アジ

ェンダ21全40章 中、最 も短い章である。「他の章が、様々な指針や助言、野心的な目標な

どを満載 しているのに対 して、第28章 は、比較的簡潔で、「地方政体」が地方 を構成す る

団体や市民とともにサステイナブルな発展へ向けた対話を喚起することを推奨 して いる。

アジェンダ21を 実践 していくための主要グループのひ とつ として、地方政体 を位置づけて

いる。なぜな ら、『アジェンダ21が 取 り組 もうとしている課題の多 くが、地方の活動を原

点 として いる』か らである。アジェンダ21の 成功は地方政体を巻き込めるか どうかにかか

っている」(Lafferty,2001,64)。

ア ジェ ンダ21第28章 に促 され るよ うに、地 方 自治体 の間 で は、それぞ れ の アジ ェ ンダ

21の 地方 版策 定 の動 きが広 まった。こ うした 動 き を、国連 のサス テイナ ブル な発 展委員 会

(UNCSD/United Nations Commission on Sustainable Development)と 地球サ ミ ッ トの2年 前

に組 織 された 国際環 境 自治体 協 義会(ICLEI/Intemational Council for Environmental Local

Initiatives)が サ ポー トした 。地方 ア ジェ ンダ21は 、 リオ で提 示 された 行動 計画 の うち、そ

の後 に大 きな成 果 を上 げた貴 重な ケース とな った(Lafferty,2001,81)。

地 方 アジ ェンダ21の 活 動 が最 も大 きな 盛 り上が りをみ せ たのが 、欧州 だ った。



第5次 環境行動計画(1993年)が 提示 した新たな路線

EUは 、 リオの地球サ ミッ トを受 けてサステイナ ビリティをいかに政策に導入するか、

活発な議論を展開してきた。1993年 に発効 したマース トリヒ ト条約 は、第2条 で 「共同体

(EU)は 環境を尊重 して、膨張拡大する成長ではなくサステイナブルな成長 を促す役 目

を負 う」 と記している。同年、消費政策の一環として 「サステイナブルな消費」のために

1,000万ECUが 予算計上されるな ど、それぞれの政策領域でサステイナビリテ ィが共通課

題となった。1993年 に承認された第5次 環境行動計画には、 「サステイナ ビリティへ向け

て」 という副題が付けられている。環境総局(当 時第XI総 局)は 、サステイナビリテ ィ

を中核 に据えて政策を展開するよ うになって いく。先のマース トリヒ ト条約の示す成長 を

前提 としたと読み取れ るサステイナ ビリティの考え方 とは一線 を画 し、環境総局としては、

『サステイナブルな発展』を政策 目標 として掲げる姿勢を示 した。

先 に述べたように、第5次 環境行動計画は、それまでの政策路線 とは異な り、サステイ

ナブルな発展という政策 目標に加 えて、他政策分野 との 『統合的アプローチ』、すなわち横

方向の連携と 『官官パー トナーシップ』縦方向の連携、民間企業や市民組織な どとの 『官

民パー トナーシップ』を目標実現への手段 として打ち出 した。

① 他政策分野との 『統合的アプローチ』

欧州委員会はそ もそ も、国民国家の官僚機構以上に縦割 り体質である。 この ことは、環

境保全を担当する第XI総 局にとっては明らかに問題だった。環境問題の多 くは、エネル

ギー消費、交通政策、農業活動、公共投資やインフラ、あるいは経済活動全般の所産であ

る。すなわち、環境政策は これ ら関係する他の総局の協力な くして遂行できな い。しか し、

これ らの関係総局は環境配慮にあま り熱心ではない場合が少な くない。 しか も、第XI総

局は、産業(第III)総 局や農業(第VI)総 局よ りも力がな い。環境総局は、環境配慮が他

政策分野に組み込 まれるよ うに様々な試みをした。1993年 には、政策相互調整および統合

のための部局を環境総局内 に設 け、関連する総局に担当官設置を要請 した。 しか し、総局

間の力関係で、環境総局側が実質 コーディネー ト役になれず、む しろ力のある産業や農業

関連の総局が環境総局に注文を付ける場合が少な くなかった。こうした現実は、環境政策

がいかに弱体であるかを示す ものである反面、異なる政策間で双方向の影響があった こと

を示す ものであり、市場原理を活用 して経済的にインセ ンティブを与える新手法導入の素

地をつくったともいえる。

このよ うに、第XI総 局は、他の政策分野と協調関係 を築くことに苦労 していたが、欧

州議会 と予算配分では良好な連携が生まれた。 これには、かつての環境総局長が欧州議会

議員 とな り議会予算小委員会の要職 につ いたという人脈が功 を奏 した一面 もあった。NGO

が、構造基金や結束基金により助成 されたプログラムのうち環境破壊 を生んだ事例を告発

し、議会環境小委員会もこの問題 を取 り上げたため、構造 ・結束基金の支出にあた り環境

への影響 を考慮する方向で改善が図 られた。

サステイナブルな発展を実現す るには統合的アプローチが不可欠であることは周知され

なが らも、個別課題 となると調整が難 しいのが現実である。後述する第6次 環境行動計画

でも、 この点は重点課題 として引き継がれていった。

第5次 環境行動計画は、規制 を設 けそれ を遵守 させるよ りも、コス トがかからず効果の

期待できる新手法を試みた。市場メカニズムを活用する手法である。すなわち、環境配慮



に経済的インセ ンティブを与える手法で、規制一辺倒 の限界 を超 える試 みである。環境

NGOは 当初、こうした新手法 に対 して懐疑的だったが、徐々に許容するようになっていっ

た。EU環 境行政の専門家であるJ.ゴ ルブは、「新手法は期待 したほどの効果を上げた とは

言えないが、米国や 日本における同手法の導入よ りうまく機能 している」と分析 している。

② 『パー トナ ー シ ップ 』

多様なパー トナーシップの推進は、先の新手法の導入と一対である。つまり、環境努 力

に経済的インセ ンティブが付与され ることによ り、経済活動が自主的に環境配慮に向かう

しくみができてくる。 これまでは、規制が守 られないことを前提に経済活動を監視 してき

た。小国ではともかく、多様な国の寄せ集めである共同体 レベルでは、一律の基準 を守 ら

せるための監視 には多大なコス トがかか り問題となっていた。他方新手法が うまく機能す

れば、 自主的に環境水準 を上げようとす るイ ンセ ンテ ィブが働 くので、以前ほ ど監視の必

要がな くなる。規制をつくり守 らせる側 と規制を守っているか監視 される側 との対立の構

図が薄 らぎ、パー トナーシップの関係が濃 くなって くる。パー トナーシップによる環境配

慮が進めば、監視のコス トを低減できるメリッ トもある。

第5次 環境行動計画は、おおよそ上述のように、EU環 境政策の歴史的転換 点に位置づ

ける ことができる。ここでは、都市 という切 り口を与えて、同行動計画 に対する考察 を深

める。第五次環境行動計画は、サステイナ ビリティ実現へ向けて都市が中核的役割を果た

すべきだ ということを強調 した。EUの サステイナブルな発展を目指すのに、欧州委環境

総局はなぜ都市に焦点を絞ったのだろうか--本 章の主題である。

II.4-2.都 市 環境緑 書

都市環境緑書(1990年)の 背景

まず、第5次 環境行動計画で都市が環境政策の主役のひ とつ となるまでに、EUレ ベル

の環境政策において都市の位置づけが徐々に重みをましていった経緯 を整理する。

欧州都市は一様 に、1985年 のプラザ合意以降、主 に重工業で産業競争力を失い、都市部

に広大な工場跡地が残 された。汚染 された土壌が再開発の足枷 となっていたため、土壌

浄化 の解決策 をECレ ベルの環境対策に求める声が高まっていた。土壌汚染が各国 レベル

では手に負えない切迫 した都市環境問題 として急浮上 していた6。EU環 境政策に期待が集

まる半面、その政策手腕が問われ る場面であった。EU環 境政策は、各国環境基準の協調

性 と整合性を高める役 目に甘んじて いられな くなった。EUは 、EUレ ベルで取 り組んで初

めて成果を上げ られる環境政策のフィール ドとして都市環境 に着 目す るよ うになった。

1988年 、複数の欧州都市は、当時欧州委環境担当委員C.R.デ ィ ・メアナの支持を得て、

欧州委員会が農村地域 を過度に手厚 く、都市地域 をないが しろにして いるとの見解を表明

した。 こうした声が くみ上げられて、欧州議会は、欧州委員会に都市環境緑書作成を依頼

6 佐無田は
、同緑書が起草された背景として、「EC都市政策関係者の間での認識の変化」があったことを

指摘している。「すでに1988年 にはドイツのウェス トファリア州で、工場跡地は廃坑をエコロジカルに再

生 ・再開発 し、国際建築展示場や中小企業のビジネスパークに活用するというエムシャーパークの取組が

始まっていた」ことを例にあげている。(佐 無田、2001,37)



する提案 を1988年12月 に採択 した。 こうして、環境総局としては初の都 市にフォーカス

した文書 として、1990年 の都市環境緑書(EC-Environment,1990)を まとめた。R.H.ウ ィリ

アムスは、同緑書 を 「欧州委員会の作成 した空間政策分野の文書で最 も創造 的な もの」

(Williams,1996,196)と 位置づけ、その後のEU都 市環境政策 に多大な影響を与えた とし

てその先駆性を高く評価 している。

都市環境緑書が提示されたのは、その後のEUの 行方を大きく左右 した1992年 マース ト

リヒ ト条約採択 を直前に控えた1990年 だった。当時、欧州委員会の環境担当委員(EU環

境大臣)で あったイタ リア人ディ ・メアナは、第XI総 局の守備範囲で都市環境政策 プロ

グラムを展開し予算 を獲得する ことを狙って同緑書を公表 した。結果か ら見れば、緑書は、

新たな予算枠獲得には失敗 し、デ ィ ・メアナ環境担当委員が退いた後に緑書は軽ん じられ

ていった(ibid,208)。 しかし、緑書は都市計画分野の専門家や政策立案者の想像力 を掻き

立て、その後の計画思想の展開に色濃 く反映されていった。その影響力は環境政策 と地域

政策の両面に及んだ。

都市環境緑書の概要

都市環境緑書は、環境目的やエネルギー効率化 に適合する都市計画の原則を示 している。

環境面か ら都市 を取 り上げる理由として、「環境負荷が管理されて いな い活動が通常都市地

域に集中 していること」をあげている。都市における車な どの交通手段依存 を極小化 し徒

歩を基本 とし、ブラウ ンフィール ド7あるいは以前に市街化 ・開発された用地の再利用 を誘

導 し、スプロール を抑制 しグリー ンフィール ドの行き過ぎた開発を回避す る ことな どを盛

り込んでいる。機能別 に都市を分断してきたゾーニング手法を脱 し、用途 を混在 させ密度

を上げるコンパ ク トシティ8戦略を提唱 している。

緑書の表紙にはジオッ トがアレッツ ォをモチーフに描いた12世 紀 中世都 市の フレスコ

画が採用されて いる[図4-1]。 緑書は、「中世から現代に至るまで、欧州の社会的 ・文化

的 ・経済的発展は都市を基盤 としてきた:イ タ リア都市国家の力、ハ ンザ諸都市や欧州大

港湾都市の繁栄 、君主国家や王国の首都支配、ボ ローニ ャ、プラハ、パ リ、コイ ンブラな

どの大学都市の創造性」 という書き出しで始 まっている。 このよ うな導入か ら都市環境に

アプローチする意図は、古代か ら欧州文化において都市が中心的な役割 を果た してきた こ

とを改めて認識 し、現在人 口の8割 が都市あるいはその周縁部に居住 して いる欧州 にお い

て、生活の質 と文化的アイデンティティは都市環境の質 にかかっていることを主張するこ

とであった。

同緑書は、2章 構成の短い提言文書である。第1章 は、社会における都市の役割 と欧州

の都市化の本質につ いて考察 した上で、都市環境 と都市を疲弊に追い込んで いる根源的な

問題を検証 しよ うとしている。第2章 は、都市環境戦略への展開を模索 し、具体的な活動

領域 ・共同体 レベルの政策手段を見定めようとしている。本論では、第1章 を中心に都市

環境緑書の提起 した視点を考察 していく。

7 工場跡地など一度人工的に利用されたが利用価値を失い放棄されている土地。グリーンフィール ドとの

対比で用いられる。

8 海道は、コンパク トシティ論の視点から、緑書を 「コンパク トな都市形成へと方向づけた重要な宣言」

ととらえている(海 道、2001,30)。



第1章 第1節 ではまず、 どこまでを都市ととらえるかを問うている。「(都市居住であろ

うが農村居住であろうが)単 一の都市 的ライ フスタイルが現代を特徴づ けている」(ibid,

19)と 述べ、いわゆる常識的な欧州都市の持 って いる境界をはるかに越えて、形態的には

都市の様相を呈 していないが農村的経済基盤 を持たない都市の郊外 をいかに扱っていくか

を重要な課題 としている。

第1章 第2節 では、都市環境要因として、①都市公害(urban pollution)、②建造環境(built-up

environment)、 ③ 都市内自然(nature in the city)の3つ をあげている。建造環境を都市内

自然(緑 地な ど)と 同等あるいはそれ以上に重視 している点が特徴である9。

まず、都市開発と大気汚染の関係 について相 当量の記述が見 られる。文化遺産の保全、

歴史建造物の保護、緑地の保護、交通騒音の緩和、郊外化圧力や観光 開発 について考察 し

ている。都市の物的な側面か ら取 り組むべき都市環境政策 として、都市計画、都市交通、

歴史資産の保全と都市内の自然地域の保 全をあげている。また、環境負荷 を管理すべき都

市活動の産物 として、都市産業、都市エネルギー、都市廃棄物、水のマネジメン トをあげ

ている(EC-Environment,1990)。

都市環境緑書の特徴:機 能主義批判
一般に、都市環境問題は都市汚染(空 気 ・水 ・土壌 ・廃棄物)と 都市内自然(緑 地な ど)

の両面か ら語 られ、大量生産 ・大量消費 ・大量廃棄の都市型ライフスタイルの見直 しを迫

る場合が多い。緑書第1章 第3節 は、都市疲弊の根源的な要因として、都市型 ライフスタ

イルと並んで、機能主義に立脚 した時代遅れ の都市計画思想を名指 ししている。(ibid,207)

近代都市の課題は、流入する工場労働者に対する住宅の供給であ り、機能的に破綻 しな

いように交通な どのイ ンフラを整備 し、適切に都市の成長を誘導することであった。その

結果確立 したのが、機能別ゾーニングを基礎 とした合理的な計画手法だった。機能別 ゾー

ニングは、公害型の工業を隔離す る場合な どには有効だった。脱工業化が進行 し、都市の

抱える課題が大きく変化 してきたのにも関わ らず、先進諸国の都市では、相変わ らず近代

都市計画思想に立脚 した手法で対処 しようとしている。都市の現実 と計画制度の不整合に

気づきつつも、国 レベルの国土空間(土 地利用)計 画や下位の自治体 レベルの地域計画や

都市計画では、アテネ憲章の理念を越える計画手法が見出せないなか、依然 として基本的

には機能別 ゾーニングの計画手法が踏襲 されて いる。現制度 との継続性から思 い切った転

換 を言 い出せずにいた ところ、EUが 機能主義 に正面から切り込んだわけである。欧州委

員会が公式に提示する緑書が、 この問題 を前面 に出した ことは、専門家や政策 プランナー

らを驚かせた。

緑書は、1928年 『アテネ憲章 』の示 した近代計画思想 とイギ リスの初期田園都市思想 を

一刀両断に切 り捨てている10
。密度 の差 こそあれ、住居 ・工業 ・商業区域や緑地など、機

能によって土地 を区分する発想は同 じである。この土地利用をゾーニングで分 ける手法が、

9 諸富は、自然資源のス トック概念を拡張 して、「大気汚染、水質汚濁、土壌汚染などの汚染問題や景

観 ・町並み保全などのアメニティ問題」をス トックととらえ拡張した社会資本概念に含めている(諸 富、

2003)。 社会資本論を援用し、建造環境を環境汚染問題の延長でとらえる考え方を示している。
10 概して環境面からの論調は、ル ・コルビュジエの近代都市像に批判的で、ハワー ドの田園都市論に好

意的である(石 川、2001な ど)。



都市計画 と関連のある多くの問題を引き起 こしてきた と緑書は指摘 している11。特 に公共

交通により異な る土地利用ゾーンがつながれていない場合、市民は 自家用車への依存度 を

高めていった。こうした指摘は、専門家の間では1960年 代か らな されてお り、決 して 目新

しいことではない12。

「機能主義的な厳格さは、都市や都市を構成 している建物の柔軟性を壊 し、個々の建物

を建築的オブジェに仕立て上げて いる。 これ らは状況の変化 に適応できず、機能主義は都

市が総体 としてダイナ ミックに機能できな くして しまって いる」。都市が効率的に機能す る

ように合理的に考案 された機能別ゾーニ ングが、皮肉にも都市を強ば らせ、都市か らダイ

ナミズムを奪ってしまった と分析 している。

緑書は、工業発展を支えた機能主義によ り結果的に弱められた都市の動力を再評価 し、

前近代社会か ら都市に働いていた都市の根源的ダイナ ミズム を取 り戻す ことで、脱 工業化

社会において都市環境の質 を向上する道 を探 っている。産業の浮き沈みに翻弄されな い都

市の根源的ダイナミズム とは何か。緑書は、「経済的 ・社会的 ・文化的 ・政治的ダイナ ミク

スの相互作用で都市は成長する」 ととらえている。

緑書の第2章 は、EU都 市環境政策の目標 と指針を示 している。また、法的枠組みとし

て、単一欧州議定書の環境の項を示 して いる。EUレ ベルで都市問題に関与するよ り所 と

して、都市部へ移民が集中 し社会的結束 を危 うくしている現状をあげている。

緑書は、都市環境政策の全体的な目標として 「住民に魅力的な環境 を提供する ことので

きる都市や町を創造あるいは再創造する ことと都市が引き起 こしている地球規模の汚染 を

低減すること」であるとしている。

緑書は、中世都市の魅力を語ることで近代批判を鋭 く行 うな ど逆説的手法で記述 されて

いるために、前工業化都市に対す るノスタルジーに終始 し、実践的ではないとの批判が一

部にあった。実践指向の政策プランナーたちは、 この哲学的 ともいえるアプローチに戸惑

いを隠せなかった(Williams,1996,206)。

また 、EUレ ベル の権限 を越 え る提 言 であ る とす るよ り厳 しい批判 にさ らされた

(Williams,1996,208)。 加盟国の一部では、緑書の提言は、地域政府または地方政府の優

先的権限、部分的には排他的権限に抵触する点を多 く含 んでいた。特 にドイツがEU環 境

政策 の越権行為であるとして緑書の提言 を強 く非難 した。 ドイツは、都市環境政策 自体は

進んだ国ではあるが、連邦制をとっているため地域政府( L a n d e r )の自治に配慮を示し、

都市環境問題に守備範囲を広げようとす る欧州委員会の姿勢 を牽制 した。

11 建築家L.ク リエは、直感的にとらえやすい絵解きでゾーニング批判を展開している。彼は、住宅、工

業、行政、商業、文化がそれぞれ機能別にゾーニングされた都市のイメージと人体を部位別に仕分けた図

を並べてみせている。「ゾーニングが人間性をバラバラにする」という警告を発している(Krier,1984)[図

4-2]。
12 人間から人間性 を失わせる恐ろしい力がゾーニングには潜んでいることをいち早く指摘したのがJ.ジ

ェイコブズである(Jacobs,1961)。



図4-1『 都 市 環 境 緑 書 』(EC-Environment,1990)表 紙

図4-2 L.ク リエ の ゾ ーニ ング批 判 出典:Krier,1984,32



都市環境緑書が他政策に与えた影響

このように、都市環境緑書は、当時環境担 当委員ディ ・メアナの個性を強 く反映し、EU

都市環境政策の文脈では、先走 りすぎたために失速した政策提言 といえる。反面、その優

れた先見性ゆえに、緑書の思想は、環境総局のその後の都市環境政策 のみな らず、都市と

最 も直接関係のある地域政策総局をはじめ複数の総局の政策 に受 け継がれて いった。環境

総局のそ の後の流れについては本章で後述す るので、 ここでは、他の政策分野へ与えた影

響につ いて以下 に述べる。

地域政策総局への影響 としては、緑書の示 した都市環境政策への指針 のうち、都市の物

的側面か らの取組みがあげ られ る。緑書が提示された同年に、 ロン ドンとマルセイユで試

験的にスター トした都市パイロッ ト事業UPPと 緑書 との強い連関が認め られる。UPPは 、

第2章 で述べたよ うに、地域政策総局管轄の都市補助事業で、欧州地域開発基金を主財源

としている。緑書は、物的側面か らの取組みの具体的施策 として、用途混在 の土地利用、

車への過度の依存 を低減す るための高密度の再評価13、土壌汚染問題を克服す るために公

的介入を伴った工場跡地再利用、社会住宅(公 営、公設、公的補助な ど)の 再生、建築的

刷新の促進な ど、多 くの国で常識的に行われて いた都市計画や政策 に挑む考え方を少なか

らず提示 して いた。第2章 ですでにみたよ うに、UPPの 先進的成果は、EU地 域政策分野

では、共同体主導URBAN、 そ して主流(加 盟国再配分)の 目的2へ とスケールアップす

る一方、サステイナブルな発展の考え方がEU政 策の中核 に位置付け られるようになった

1992,3年 以降、サステイナブルシティ政策 と共鳴 して第2期 都市パイ ロット事業UPP II14と

して既存 の政策手法を一段 と刷新する実験 に進んだ。さらに、間接的に多 くの都市政策に

波及効果をもた らした。

同 じ く、地域 政策 総局 の管轄 で、 欧州 全体 の 発展 の方 向性 を共 有す る試み と して後述 す

る ヨー ロッパ2000+が1994年 に提 示 され た が 、都市 地域 に関す る記述 に緑 書 の影響 が見

て取 れ る。 ヨー ロ ッパ2000+は 、都 市地域 に対 して 「サ ス テイナ ブルな 発 展 に向けた 統合

的 ア プ ローチ」 を提 示 してお り、緑 書 との共 通 点が多 い。

緑 書 が 、環境 面 か ら脱 車社会 を提起 した こ との波及効 果 が複数 の 政策 部 門 に認 め られ る。

第XI総 局 自 ら、 この点 を一 歩進 めて 、1992年 『環境 に与 え る交 通 の影 響 につ いて の緑 書

(Green Paper on the Impact of Transport on the Environment)』 を ま とめ、車 か ら解 放 され る

都 市 の集 ま りCar Free Cities Clubの 立 上 げを提 唱 し、同都 市ネ ッ トワー クは1994年 に創 設

され 、 都 市ネ ッ トワー ク組織 の アク ター と して 今 日も活動 を続 けて い る。 第XIII(情 報 通

信 ・IT市 場 ・研 究 開発)総 局は、DRIVE(Dadicated Road Infrastructure for Vehicle Safety in

Europe)プ ログ ラム を立 ち上げた 。DRIVEは 、渋 滞 と道 路交 通 の環境 負荷 を低減 し、情 報

通 信技 術 を駆使 して道 路の安 全 と道 路 空間 の効 率 的利用 を進 め るた めの 手法 開発 を 目的 と

す る研 究 プ ログ ラムで 、3l都 市 と ともに進 め られた。第1期 では 、先 端情 報技 術 開発 に焦

点 を当て 、第2期 で は、 開発 した システム を試 行 した。

13 ワー ドは20世 紀都市計画を俯瞰する視点から、「EUは 、1990年 になって、コンパク トシティが求めら

れているサステイナブルな都市形態であるという考え方を示し、サステイナブルな都市発展への先鞭を切

った」(Ward,2002,315)と 述べ、緑書が、リオの地球サ ミットで合意されたサステイナブルな発展を都市

計画の文脈にはめ込んで、コンパク トシティ思想の流布に果た した役割を評価 している。

14 UPP IIがスケールアップして、共同体主導URBAN IIと なった。



エネルギー政策を担当す る第XVII総 局は、緑書が都市環境面か らエネルギー問題を提起

したのに呼応 して、都市エネルギー政策 を新たな柱として立てた。サステイナブルな発展

や経済社会的結束がEUの 大きな 目標 として掲げられるようになった ことにエネルギー政

策 を適合させるべ く、都市エネルギー政策 と環境政策を統合する試み としてCTIESプ ログ

ラムを展開した。当時加盟12カ 国か らそれぞれ1都 市が参加 し、都市エネルギー と環境 を

統合 した政策の手法を探った。

緑書は、都市環境専門家グループの創設を提言 し、提示 した理念 を発展させ る役目を託

した。これを受けて翌1991年 の理事会で、同専門家グループの立ち上げが決 まった。同専

門家グループは、加盟各国の担当省庁や行政研究機関の代表者、学識経験者 ら30～40人 で

構成 され、EU環 境総局に必ず しも従属せず、独立 した機能 として位置づけられた。都市

に関わる有力なロビー活動主体であるユー ロシティも、同専門家グループにメンバー を送

り込んでいる。

II.4-3.1992年 以降 の環境 政 策 と都 市

第5次 環境行動計画(1993年)と 都市

1990年 緑書以降、環境面か ら都市の積極的な役割が頭をもたげて いた ところに、第5次

環境行動計画が従来の環境行政に方針の転換を促すサステイナビ リティの理念 を持ち込ん

だ。都市とサステイナビ リティが、EUレ ベルの環境政策の舞台で出会って、サステイナ

ブルシティ政策への糸 口が見えた。

この両者 を結び付ける上で、大き く貢献 したのが、1992年 リオの地球サ ミッ トで採択 さ

れたアジェンダ21の 『第28章:地 方アジェンダ21』 である。 ピラミッ ド型の統治機構

を前提 とすれ ば、地球のサ ステイナ ビリティからEUの サステイナビ リテ ィへ、さらに加

盟各国のサステイナビ リテイへ、地域そ して地方のサステイナビリテイへ と、順次階段 を

下 りて いく考え方が素直である。つま りEUは 、地球 レベルと加盟各国 レベルの橋渡 し役

ととらえ られるのが自然である。 しか し、この しくみでは、EUレ ベルの環境政策は間接

的にな らざるをえず、実効 力に欠ける。そこで、EUは 、地方アジェンダ21を より所に、

EUレ ベルか ら各国 レベルや地域 レベルを飛ばして、地方の基礎 自治体 レベルまで落 とし、

都市のサステイナビリティを重視する視点を示している。

地方アジェンダ21に は、既存体制に挑むツールの側面があった。無政府寄 りを指向する

環境 団体は、地方 アジェンダ21を 盾 に活動す る傾向が見 られた。「もし、草の根のボ トム

アップ型の新 しい動きが既存の民主政治や行政機構 と合流 しなければ、地方アジェンダ21

の挑戦が台無 しになって しまう」 とラファティは警告 して いる(Lafferty,2001,82)。

EUに はそもそ も国民国家を頂点 とした既存体制への挑戦の一面があ り、欧州委員会は

加盟各国を仲介せず して政策の実現 を目指す道 を探ってきた。EUは 、地球サ ミッ トが地

方アジェンダ21の 推進 を掲げた ことを、地方からのボ トムアップの動きを喚起することで

EU政 策の発現 を目指す好機 ととらえ、積極的に取り組んでいった。他方、地方 も、国 を

介さずEUと 直接のパイプを持つ ことで新たな発展の可能性 を模索 していた。国連のお墨

付きを得た地方アジェンダ21が 、サステイナブルな発展を目指すEU環 境政策 と地方 レベ



ルの都市 をつな ぐ橋渡 しとな って、サステイナブル シティ政策は推進 力を得た。

サステイナブル都市プロジェク ト(1993-2000年)

1992年(翌 年承認)に 作成 された第五次環境行動計画でサステイナビリテ ィと都市が重

点課題に浮上 したのに呼応 し、1993年 、欧州委員会 と専門家グループは、サステイナブル

都市プロジェク トを開始 した。前期(1993～96年)、 後期(1997～2000年)に2分 されて

いる。

欧州は世界の他の地域 と比べて都市化の進 んだ地域である。加盟国数が12だ った当時 、

EU域 内人口の80%が 都市部 に居住 して いた[図4-3]。EU環 境 政策は、欧州市民の生活

の質と接点のある環境問題に取 り組む ことを使命 としてお り、大多数の市民が住む都市の

環境問題を重視することを正当化 している。また、都市 は、都市の消費す る自然資源の多

くを外部に依存 し、汚染や廃棄物処分を都市の外 部に押 し付けてきた。都市の外で生じて

いる環境問題のほとん どが都市の活動に起因 している。地球のサステイナ ビリティを高め

るために、都市の果たす役割は大きい。欧州環境機関は、1993年 にまとめた 「欧州の環境

--ド ブ リスアセスメン ト」(EEA ,1993)で 、欧州都市部の環境の現状を詳細に分析 し、

環境面か ら見た都市の役割 について科学的な根拠 を提示 して いる。

サ ス テイナ ブル都 市 プ ロ ジ ェク トは 、「サ ステ イ ナ ブ ル都 市 報告 書」(Sustainable Cities

Report)編 纂 と 「欧州 サ ステ イナ ブル都 市キ ャ ンペー ン」(Eurqpean Sustainable Cities & Towns

Campaign)の2本 柱 で 展開 され た[表3,4,5-1:環 境 政 策]。 前者 の報告書 は 、サ ス テイ

ナ ブル都 市の基 本 的な考 え 方 をEUレ ベ ルで確 立 しEU、 各国 、地域 、 地方 それ ぞ れ の レ

ベル に影 響力の あ る提 言 をす る こ とを 目指 した。 また 、後 者 のキ ャ ンペー ンは 、報 告書 に

示 された 基本的 な考 え方 を普 及 させ るプ ラッ トフ ォー ム と して、 地域や 地方 の 自治 体 間 の

ネ ッ トワーク組 織 を構 築 しよ うと した。欧 州委 員 会 レベ ルで提 示 され た基本 的 な理 念 を 、

都 市ネ ッ トワー ク とい うボ トム ア ップの受 け皿 に流 し込 む戦 略で 、サ ステイ ナ ブル 都 市へ

向けた取 組みが急 速 に広 が る こと を期待 して いた 。

図4-3 欧州 各 国の都 市 部居住 率 出典:EC-Regional Policy,1997c




